技術提案書等作成上の注意事項（WTO標準型）
（入札説明書11(4)・(5)による）

申請書及び資料は次に掲げるところに従い、別記様式2及び別紙1～3により作成すること。
また、技術提案書は次に掲げるところに従い、別記様式3及び別紙1～3により作成すること。

紙で提出する場合は、添付資料の該当箇所をマーカー等で強調し、一目でわかるようにすること。また、書類はフラットファイルイに綴じ、表紙・背表紙双方に、工事名称及び社名を記入すること。
①　同種工事の施工実績（別記様式2・別紙1）

入札説明書7(5)に掲げる資格があることを判断できる同種工事の施工実績を記載すること。記載する工事の件数は1件でよい。
②　配置予定技術者の資格及び工事経験（別記様式2・別紙2）
入札説明書7(6)に掲げる資格があることを判断できる配置予定技術者の資格及び同種工事の工事経験を記載すること。記載する工事の件数は1件でよい。

ただし、技術者が申請時において他工事の監理（主任）技術者として従事している場合は、その工事の名称及び工期を記入し、本工事と重複する場合は、対応措置を記載すること。

また、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の技術者とする場合において、他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができなくなった時は、直ちに提出した申請書の取り下げ又は入札の辞退を行うこと。これらの行為を行わずに入札した場合においては、国立大学法人山梨大学から「国立大学法人山梨大学における公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する要項」又は、文部科学省から「建設工事の請負契約に係る指名停止等の措置要領について」（平成18年1月20日付け17文科施第345号文教施設企画部長通知）に基づく指名停止措置を行うことがある。
③　ＶＥ提案とＶＥ提案に基づく施工計画（別記様式3・別紙1～2）
入札参加希望者は、ＶＥ提案により施工しようとする場合は、ＶＥ提案に基づく施工方法等の技術的事項に対する所見について記載すること。また、ＶＥ提案が不採用となった場合には、標準案に基づいて入札に参加することができる。
ＶＥ提案を行う場合は、ＶＥ提案が不採用になった場合に、標準案に基づいて入札に参加する意思の有無、また、ＶＥ提案を行わない場合は、ＶＥ提案を行わない旨を明記し、別記様式3・別紙1～2を全て提出すること。
④　工事全般の施工計画（別記様式3・別紙3）
ＶＥ提案を行わない入札参加希望者も、全てが提案を行うこと。「不適切（欠格）」の評価を受けた入札参加希望者については、入札への参加を認めない。

■　添付する資料について
上記①及び②において記載する施工実績（工事経験）については、平成14年度以降かつ申請書の提出期限の日までに、工事が完成し、引渡しが完了しているものに限り記載することとし、それらの内容が証明できるCORINS（財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報サービス」）又は契約書の写しを添付すること。ただし、CORINSのみでは記載内容の全てを証明できない場合（「○○設備を含む工事に限る」等の条件が求められている場合等）は、当該工事の特記仕様書、図面又は施工証明書等を添付すること。

また、上記②において記載した資格の資格証及び免許証の写しを添付すること。また、配置予定技術者が入札説明書7(6)に掲げる監理技術者である場合は、監理技術者資格証及び監理技術者講習修了証の写しを併せて添付する。
